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１．研究基本情報 

課題名 人口減少地域社会における安心しうるケア・システムの構築と生活基盤の整備 

研究テーマ名 地域社会における生活基盤の持続可能性指標の開発 

責任機関名 国立大学法人東京大学 

研究代表者（氏名・所属・職） 大西 立顕・大学院情報理工学系研究科・准教授 

研究期間 平成２７年度 ～ 平成３０年度 

委託費 

平成２７年度 ２,３３０,０００円 

平成２８年度 ４,２５０,０００円 

平成２９年度 ３,１５０,０００円 

平成３０年度 １,５００,０００円 

 

２．研究の目的 

 過疎地域，地方都市中心部，大都市郊外のような人口減少・高齢化が深刻な地域では，食料品・日用品店，

医療・福祉等の公共機関，バス等の交通機関の撤退や人手不足などにより，生活不安の増大，買い物難民（食

の砂漠）や移動困難者（交通手段を持たない高齢者）の発生，ライフラインの維持管理の問題，地域防災力

の低下が懸念されている．本研究ではそうした社会的混乱を回避するための提言に結びつく高精度・高頻度

な定量的指標を実証データに基づいて開発する．時空間ビッグデータを活用して，全国の住民一人一人につ

いて，どのくらい離れた距離に商店，病院，学校，避難所等が存在しているかを計測し，地域社会における

生活基盤の持続可能性指標を開発する．地方自治体にとって，健康かつ安心・安全な生活環境の維持は，喫

緊に対処すべき課題であるが，集落維持や生活防衛に対する財政支出を無限に続けることはできない．自治

体は問題が起きてから対策を考えることが多く，対応が遅くなりがちである．実証データに基づいた定量的

で高精度・高頻度な生活基盤の持続可能性指標を開発し，自治体と住民の双方に対して顕在化することが見

込まれる課題を数値として提示・予測することで，持続可能な生活基盤，安全・安心，防災・減災のための

政策・制度の立案を科学的に支援する． 

 本研究で解決しようとする本質的な社会的課題は，人口減少と超高齢化が進展する中にあって，住民が安

心して生活できる居住空間をいかにして確保するかということである．これに対処するために政府は，行政

や商業施設を一部地域に集約して効率性を高めるコンパクトシティー構想を推進している．しかし，都市施

設と居住者の位置関係に関する信頼性のある科学的な情報が存在しないため，その実現性は低い．さらに複

雑なことに，この問題は経済的な効率性という観点のみで片づけられない．地域の歴史・文化や今の場所に

住み続けたいという住民の気持ちを考慮しつつ自治体と住民の間で合意形成を行い最適解を探っていく必要

がある．地域社会における生活基盤の持続可能性指標は，現実の状態を定量的に把握し，この判断を支援す

るものになる． 

 近年の情報通信技術と計算機性能の飛躍的向上により，人間活動に関する多様で詳細な情報が高頻度に記

録されるようになってきている．しかし，従来の人文・社会科学の枠組みは，データよりも概念・理論を重

要視する傾向があり，詳細なデータの観測と分析に基づいた実証科学の視点からの再構築を必要としている．

ビッグデータを活用して社会・経済現象を実証科学の視点から分析するには，数理工学・統計科学などの分

析手法に関する知識，ビッグデータを厳密かつ効率的に処理する計算技術，実社会の現場や既存の人文・社

会科学の知見に基づく解釈が必要になる．これを踏まえ，本研究では数理工学・統計科学や人文・社会科学

の研究者，現場の自治体の職員の学際的な協力体制で研究を進める． 

 

３．研究の概要 

研究実施期間前半に千葉市職員を兼務していた村舘靖之が研究と実務を橋渡しすることで，行政現場での

活用を意識しながら以下の項目を実施した．適宜，千葉市の職員の方との意見交換を行い，研究の方向性を



3 

見定めながら研究を実施した． 

（１）データの調査・取得・整理 

 日本全土をカバーする空間的分解能が非常に細かい時空間ビッグデータとして，どのようなデータが存在

するかを調査し，指標開発のための有用な時空間ビッグデータを選定・取得した．取得した複数のデータを

結合して時系列地図データを作成し，分析処理できる形式にデータを整理した．そして．取得したデータの

網羅性，時空間精度，期間，サンプルバイアスなどを確認し，分析に用いるデータを選定した． 

（２）データの統計分析と指標開発 

 データの基本的な統計性を調べ，分析結果を考察し，複数データを統合した解析を行った．全国の国民一

人一人についてどのくらい離れた距離に商店，病院，学校，避難所，等が存在しているかを計測した．この

作業は計算量が膨大で並列計算に適した計算になるため，スーパーコンピュータによる超並列計算を活用し

た．これにより，国民１人１人について地域社会における生活基盤の持続可能性を測るための高精度・高頻

度な指標を開発した． 

（３）指標の高度化とリスク評価 

 開発した指標をより有用なものに高度化させた．地域により移動手段や生活環境は大きく異なるため，店

舗・施設までの距離は地域に強く依存してしまう．そこで，距離の計量について，二点間距離を単純に使う

のではなく地域特性の違いを調整した上で評価する手法を開発した．さらに，距離だけではなく生活基盤の

持続可能性をより良く理解するための新たな物理量を考案し，それを活用した指標を検討した． 

（４）施策の科学的支援 

 開発した指標を潜在的リスクや現状の把握に活用する方法を検討した．持続可能な生活基盤，安全・安心，

防災・減災のための施策立案を科学的に支援する実証的な材料を提供し，地域社会の抱える生活基盤の問題

を早期に検知し，自治体の迅速な対応を促すために持続可能性指標を地図上に可視化した． 

 

４．研究プロジェクトの体制 

研究代表者等の別 氏名 所属機関・部局・職名 研究項目 

研究代表者 大西 立顕 東京大学・情報理工学系

研究科・准教授 

研究全般の遂行 

分担者 水野 貴之 国立情報学研究所・情報

社会相関研究系・准教授 

経済物理学・統計科学に

よる解析 

分担者 村舘 靖之 内閣府・計量分析室・政

策企画専門職 

実務者の視点からの分

析と社会実装 

 

５．研究成果及びそれがもたらす波及効果 

（１）データの調査・取得・整理 

 どのような時空間ビッグデータが存在しているかを調査し，指標開発への活用の観点からデータの網羅性

等の特性を精査して下記を選定・取得し，分析できる形式に整理した． 

 

○2010・2015年の国勢調査100mメッシュ推計データ 

  500mメッシュで集計された国勢調査のデータを住居の戸数から100mメッシュ精度に変換したデータであ

る．年齢階層別人口，高齢世帯数などが全国100mメッシュで取得できるため，全国民の居住地が高精度に

把握できる． 

 

○2014年度のモバイル空間統計サマリーデータ 

  携帯電話の位置情報から全国500mメッシュで平日・休日別，男女別，年齢階級別の人口を推計したデー

タである． 

 

○座標付き法人電話帳データベーステレポイントPack!（ZENRIN） 

  2010〜2016年について一年毎の業種情報付き電話帳データである．大企業から個人事業主まで幅広く収
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録されているため，全国のあらゆる店舗・施設（約700万件）の地理空間情報を特定できる． 

 

○個人・法人の電話帳CSVデータ（株式会社アインツ） 

  2011年11月〜現在についての数ヶ月毎の業種情報付きの電話帳データである．住所に経度・緯度の情報

が付与されていないが，数ヶ月毎の時間精度での解析，個人の電話帳を用いた人口推定が可能である． 

 

○2007・2014年商業統計メッシュデータ 

  卸売・小売業の店舗の情報が把握できるが，調査の実施が数年に一度であり国勢調査の実施と同時点の

データや最新のデータを得ることができない．調査対象でない業種の情報もない．確認のために補助的に

活用した． 

 

○全国避難所データベース 

  2015・2016・2017年の三時点の全国の避難所（約15万件）の経度・緯度と避難所区分の正確な情報が把

握できる． 

 

○人流データ 

  緯度経度・ID情報付きTwitterデータ（全国・5ヶ月間・4千万ツイート・100万ユーザー）とAgoop社のポ

イント型流動人口データ（千葉市・1年間のスマホユーザーの位置情報データ）を用いることで，ID情報か

ら人の移動履歴データが作成できる． 

 

○ID情報つきPOSデータ 

  誰がいつどこでどのような商品を購入したかに関する情報が把握できる．全国規模で居住地からどれだ

け離れた距離に食品スーパー，コンビニ，ドラッグストアなどの商店に買い物に行っているかを実測値と

して算出した． 

 

（２）データの統計分析と指標開発 

 

○データの基本的な統計性 

  100mメッシュ上の人口について調べ，ほとんどのメッシュ

は数人程度の人口だが，数100人や数1000人のメッシュもご

くわずかだが存在していることを確認した（図１）．各市区

町村における電話帳データに掲載されている店舗・施設の総

数を調べ，ほとんどの都市は数千個程度以下の規模だが，店

舗・施設が数万個ある大きな都市も存在することを確認した

（図２）．人口や店舗・施設数はメッシュや都市によって桁

違いに異なることがあるため，集積度合いに応じた効率的な

計算が必要になる．また，全国において店舗・施設数が7年

間で何倍に増加したかを業種別に調べ，福祉・介護，保育所・

託児所，コンビニ，葬儀の業種は増加率が高く，消費者向け

貸金業，磁気テープ・ディスク，レコード・CDの業種は減少

率が高いといった実態を反映したデータになっていること

を確認した．人流データについて，経度・緯度情報の付与を

オンにするユーザーは常にオンにする傾向があり，経度・緯

度データを国勢調査データの人口の空間分布と比較するこ

とにより，Twitterユーザーは夜に多数のツイートをする傾

向があるため人流データとして扱うには日中周期の除去が

必要になることが判明した． 

 

図１．年齢階層別の100mメッシュ人口の相補累積分布 

図２．年別の各市区町村の店舗・施設数の相補累積分布 
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○効率的な距離の計算手法 

  集積度合いに応じて効率的に距離を計算するために，経度と緯度の座標を主成分分析で求まる第1主成分

と第2主成分の座標に変換し，第1主成分の値の大きさでソートして通し番号をふり，第1主成分のみで求め

た距離も活用することで，最寄り店舗・施設までの距離をヒュベニの公式を用いて効率的に計算する手法

を開発した．MPIを用いたスパコンによる超並列計算により，様々な業種の店舗・施設等について計算を行

った． 

 

○最寄り店舗・施設までの距離 

  国勢調査に回答した全国民について，業種別に最寄りの店

舗・施設までの距離を算出した（図３）．距離の中央値は，食

料品店と病院・福祉施設は約200m，避難所は約300mでありこれ

らは居住地の近くに立地しているが，警察や消防の施設は約

1kmであり居住地から少し遠くに立地している．年齢階層別に

距離を算出した結果，高齢者は生産年齢者よりも距離が遠い傾

向があることが分かった．詳細に調べると，最寄り店舗・施設

が数km以上も離れている地域も存在し特に65歳以上や高齢世

帯にその傾向が強いことも分かった．さらに，都道府県単位で

平均距離を計算した結果，人口集積が進む都会では距離が短く，過疎化が見られる地方では距離が長くな

る傾向があることが判明した．市区町村単位でも最寄り店舗・施設までの距離を計算し，各業種について

平均距離の大きい市区町村ランキングの一覧表を作成した．このランキングから買い物難民や医療難民の

潜在的リスクが推定できる． 

 

（３）指標の高度化とリスク評価 

 

○最寄り店舗・施設までの距離の比 

  生活環境の地域性を考慮して，居住する都道府県内でみて他の年齢層と比較して高齢者の生活環境が良

いか悪いかを調べるために，最寄りの店舗・施設までの距離について65歳以上平均を全年齢平均で割った

値（距離の比）を算出した．どの業種についても，都市部では高齢者と他の年齢層で違いはないが，地方

では高齢者が遠くに住んでいる傾向が強いことが分かった．市区町村単位でも距離の比を算出し，各業種

について距離の比の大きい市区町村ランキングの一覧表を作成した．これにより，地域の特性を勘案した

上でのリスク評価が可能となった． 

 

○最寄り店舗・施設までの距離の変化率 

  国勢調査のデータが存在する2010・2015年の二時点についての距離の中央値から5年間の距離の変化率を

調べた結果，多くの業種では5年間で距離が短くなっている傾向があり，高齢者よりも生産年齢者の方がそ

の傾向が顕著であることが分かった．高齢者の最寄りの店舗・施設までの距離は，生産年齢者と比較して

遠くなっており，国全体として高齢者の生活環境の悪化が懸念される．高齢者と全住民それぞれについて

の5年間の距離の変化率の比を各都道府県で算出し，他の年齢層との比較の観点から高齢者の生活環境を分

析した結果，食料品店については京都府や香川県で変化率の比が大きく，店舗・施設と高齢者の居住地の

距離が大きくなり生活環境が悪化している傾向にあることが判明した．他の業種についても算出し，高齢

者の生活環境が悪化しているのか，改善しているのかを評価した．さらに，市区町村単位でも変化率の比

を算出し，各業種について変化率の比の大きい市区町村ランキングの一覧表を作成した． 

 

○スケーリング指数を用いた人口に見当った店舗・施設数の指標 

図３．最寄りの食料品店までの距離（愛媛県北西部） 
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  電話帳データを用いて，全国の市区町村

について人口Ｘと店舗・施設数Ｙを分析し

た結果，店舗・施設数は人口のベキ乗に比

例すること（Ｙ∝Ｘβ）を明らかにしてい

る．ベキ指数βは店舗・施設数の種類に依

存し，たとえば人口が2倍になると皮膚科

の病院数は2倍（β＝１）になるが，歯科

は2.1倍（β＞１），産婦人科は1.8倍（β

＜１）というように業種を特徴づける非自

明な関係が成立している．業種に依存した

スーリング指数β（図４）を用いることで，

他の市区町村との比較の観点から，真に人口に見当った店舗・施設数になっているかを各市区町村毎に定

量化する指標（Ｙ／Ｘβ）を開発した．指標から算出される適正な店舗・施設数を実際の店舗・施設数と比

較することで，各市区町村でどのような施設が不足しているか，今後，不要になると考えられる施設や業

種は何かを実証データから定量的に議論できるようになった．さらに，スケーリング関係式（Ｙ∝Ｘβ）の

Ｘ切片に対応する値を用いて都市の消滅可能性を定義する指標も開発し，小中学校や病院などを維持する

ために必要となる市区町村の人口規模を定量的に算出した．生活基盤の持続可能性の議論や市区町村合併

の検討に役立つ指標になると期待される． 

 

○店舗・施設の業種構成を用いた生活基盤の地域性抽出 

  地域によって自然環境や産業構造が異なるため，生活基盤にも地域性がある．電話帳データから市区町

村の特徴を抽出するために，各市区町村に存在する中分類735種の業種の店舗・施設数に注目し，市区町村

を735次元ベクトルで特徴づけしてクラスター分析した（図５）．これにより，地理的には遠いかもしれな

いけれど，店舗・施設の業種割合が似た市区町村を見つけることができるようなった．同じような種類の

店舗・施設で構成されている都市は生活環境も酷似している可能性が高いため，その都市の現状や政策を

参考にすることで，地方行政における政策立案やリスク予測に役立てることができる． 

 

○人流データを用いた生活基盤の実体推定 

  市区町村間の人の移動履歴を抽出して，都市間の関係性を重みつきネットワークとして表現した．この

ネットワークから関係性の強さを定量化し，市区町村間の関係性を表す指標を開発した．また，Twitterに

おける書き込みの本文からユーザー属性をプロファイリングした結果を用いて，属性別に人の移動に関す

る基本的統計性を明らかにした．ハースト指数やコミュニティ分析により所得，年齢，趣味，居住地に依

存して移動の拡散係数や生活圏の広さが異なることを明らかにした．さらに，Twitterの書き込みから日中

の各時間帯の各地点における起きている人の人口を推計した．この推計結果に，国勢調査から把握できる

居住地の人口分布と膨大なライフログから算出された各時間帯の就寝率のデータを照合して解析すること

で，Twitterのデータから日中の各時間帯の各地点における属性別流動人口を推計する手法を開発した．こ

れらは属性別の生活圏の検出，行政施設の最適な配置の提案，警備や見守りの巡回ルートの設計，道路や

歩道の整備，地域別の労働時間の推定，潜在的な高需要エリアの抽出，観光誘致や行政支援の選定，施設

図４．各業種のスケーリング指数βの分布 

図５．全国の市区町村をクラスター分析したデンドログラムの一部 
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来訪者の属性推計に活用して，行政の施策立案に役立てることが

可能である．現在の行政区分は人為的・歴史的に定義されたもの

であり，必ずしも現実的で最適な区分・境界になっているとは限

らない．推計された市区町村間の関係性，コミュニティ構造，地

域の生活圏を行政区分の見直しに活用することで，地域社会にお

ける生活基盤の持続可能性を向上させることも期待できる． 

 

（４）施策の科学的支援 

 （２）と（３）で開発した100mメッシュ単位・市区町村単位・都

道府県単位で業種別に算出した最寄り店舗・施設までの距離・距離

の比・距離の変化率，スケーリング指数を用いた各市区町村の人口

に見当った店舗・施設数の指標，店舗・施設の業種構成を用いた生

活基盤の地域性抽出，人流データを用いた生活基盤の実体推定は，

行政の施策立案を支援する指標としてすぐに活用できる．地域社会

の生活基盤を把握するために，特定地域を対象として数年おきにア

ンケート調査が実施されることが多いが，早期の段階で行政が状況を把握し対策を講じることが重要であり，

より高精度で高頻度な手法が求められる．開発した生活基盤の持続可能性指標は，全国規模で時間的にも空

間的にも高精度なものである．地域包括ケアなどの行政政策は地域の詳細な特性に応じて検討する必要があ

り，時空間ビッグデータに基づいて得られた本研究の知見の活用が期待できる．持続可能性指標から潜在的

リスクが疑われる地域を特定し，抽出した地域のみにアンケート調査を実施するといったビッグデータとア

ンケート調査の両方を効果的に活用することも可能である．地域社会の抱える生活基盤の問題を早期に検知

して自治体に迅速な対応を促すために，開発した持続可能性指標を地図上に可視化し，プロジェクトの Web 

ページに公開した（図６）．本研究は，蓄積されていながら十分には活用されていないビッグデータから施策

に役立つ知識を創出したものになっている．社会的課題解決に繋がるビッグデータ利活用の具体的事例を提

示したものであり，施策を科学的にガイドする新しい取り組みにつながる． 

 

６．今後の展開 

持続可能性の算出には，国勢調査に回答していない住民や電話帳に記載されていない店舗・施設の存在が

考慮できていない．農村部では宅配，移動販売車，自家生産，直売所などもあり，買い物難民のリスクを推

定するにはこれらを考慮する必要がある．また，本研究では直線距離を用いて距離を推定したが，厳密には

道路に沿った距離を用いる必要がある．川や海がある場合，この誤差の影響は大きいと考えられる．算出し

た指標が本当に現実の実態を反映したものになっているかを別の側面から調査することも今後の課題である．

また，指標から得られた傾向の原因が，店舗・施設の撤退・進出によるものなのか，あるいは人の転居・死

亡・出生によるものなのかを調べる必要もある．人の属性として主に年齢層に着目したが，要介護者など他

の属性についての分析も考えられる．開発した複数の指標をどのように組み合わせて総合的な判断につなげ

るかについても検討の必要がある．今後の研究展開として，ビッグデータ解析と従来のアンケート調査（現

地調査）の両方を組み合わせた効果的な研究手法を考案して，ビッグデータ解析のみの研究，アンケート調

査のみの研究では得られない革新的な研究成果を目指すことが考えられる．このような研究は今後あらゆる

分野で重要になってくると考えられる． 
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